
















スリムで強靱な
「新しいＮＨＫ」を目指す構造改革

保有するメディアの整理・削減

 ＮＨＫプラスの登録手続きなどを改善

インターネット活用業務

 衛星波の再編を実施、視聴者の利便性を損なわない編成と周知広報を実施

「受信料の価値を最大化」するためのマネジメント施策

 「ＮＨＫ経営計画（２０２４-2026年度）」（案）のとりまとめ

 NHKの公共的価値に共感・納得していただく営業活動の強化

在外邦人向けの日本語テレビサービス「ＮＨKワールド・プレミアム」について、外国の放送事業

者への提供に加え、動画配信事業者への提供を10月から開始した。放送事業者への提供と組

み合わせて、効率的に幅広い国・地域にコンテンツを届けていく。

NHKプラスの利用登録がまだの方でも、見逃し配信番組の具体的なサービスイメージを理解し

てもらえるよう、番組の冒頭1分間をお試し視聴できるようにした（テレビ向けアプリは今後対

応予定）。また、利用登録手続きの画面をよりわかりやすく、スムーズに利用を開始できるよう

に改善を図った。

デジタル広告や外部企業との連携、特別あて所配達郵便の活用等により、視聴者のみなさまと

の接点を開発・拡大することで、NHKの公共的な価値に共感していただき、納得して受信料を

お支払いいただけるよう営業活動の強化に取り組んだ。こうした取り組みをしたうえで、誠心誠

意の説明を行ってもなお、ご契約をいただけなかった東京都内の３世帯に対し、１１月６日に放

送受信契約の締結と受信料および割増金の支払いを求める民事訴訟を提起した。割増金の支

払いを求めるのは今回が初めてとなる。ＮＨＫとしては、受信料制度を理解していただき、納得

してお手続きやお支払いをいただくという、これまでの方針に変わりはなく、今後も引き続き丁

寧な説明に努めていく。

NHK経営計画（2024-2026年度）（案）について、経営委員会での審議を経て、10月1１日か

ら11月9日まで意見募集を行った。経営計画案は30回に及ぶ役員検討会での議論を重ね、自

然災害の激甚化、ロシアによるウクライナ侵攻などの社会状況、フェイクニュースの蔓延といっ

た社会状況を踏まえ、「健全な民主主義の発達に資する」ことを究極の使命として、「情報空間

の参照点を提供すること」「信頼できる多元性確保へ貢献すること」を基軸としている。いただ

いたご意見等も踏まえて、来年度予算・事業計画とあわせて２０２４年1月の経営委員会での議

決にむけ検討を進めた。

 在外邦人向けチャンネルの動画配信サービスをスタート

12月に衛星波の再編を実施し、「ＮＨＫ ＢＳ」 「NHK BSプレミアム４Ｋ」の２つのチャンネルを

スタートさせた。再編で廃止となる定時番組はほぼ無く、視聴者の皆様に届けるサービスは低

下させないようにした。また、BSの情報を集約したポータルサイトでは、ご覧になりたい番組を

検索できるページや、録画予約再設定の案内など詳細な情報を掲載し利便性向上に努めた。
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「計画期間中の収支と受信料の考え方

 受信料値下げと学生免除拡大の実施

１０月から「受信料の値下げ」と「学生免除の拡大」を実施した。受信料の値下げについては、放

送やホームページ等を通じ、視聴者のみなさまに広く周知・広報を行った。学生免除の拡大につ

いては、家族割引をご利用いただいている学生本人や親元等に、免除の手続きをご案内するダ

イレクトメールをお送りするなど、対象となりうる方に繰り返し案内を行った。こうした取り組み

の結果、家族割引を適用していた８割以上の方から免除の申し込みをいただいた。今後も、不

動産会社や大学生協等とも連携しながら、学生免除の拡大について引き続き丁寧に周知してい

く。

2023年度上半期における部局目標の達成状況を、視聴者起点に基づく指標により測定し、

評価を実施した。役員による議論も踏まえ、各部局の業務内容を多角的に精査し、業績や成果

を見える化した。

 「経営計画の進捗状況」の評価・管理の明確化

「ニュースウオッチ9」に関する問題については、10月から12月にかけて再発防止策についての

説明会を開き、放送ガイドラインの基本姿勢を徹底することや、ジャーナリストとしての心構え

を改めて周知した。報道局職員の不正な経費請求に関する問題については、専門家からなる第

三者委員会を設置した。調査報告書で示した現業部門の管理活動強化や内規の整備・見直しな

どの再発防止策を今後着実に実行していく。

 リスクマネジメントの取り組み

 グループ全体での「新しいNHKらしさの追求」に向けた体制構築

中間持株会社「ＮＨＫメディアホールディングス」では、内部統制の向上を図る観点から、傘下子

会社における内部統制の整備状況の一元的な評価を実施した。「NHK財団」は、メディア・リテ

ラシーを子どもと一緒に楽しく学ぶことができる「かるた」を開発して教育現場に配布するなど、

財団統合の効果を生かした社会貢献事業を展開した。
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接触者率（％）

Ｇ Ｅ
前年
同期

前期 今期
前年
同期

前期 今期

67.5 65.2 63.5 39.6 40.8 37.0 

リアルタイムまたは録画視聴（放送から７日間以内）の接触者率（１分以上）。出所）ビデオリサーチ（全国）

Ｇ Ｅ
前年
同期

前期 今期
前年
同期

前期 今期

6:00-24:00 3.0 3.2 2.9 0.5 0.5 0.4 

6:00-10:00 3.9 4.2 3.9 0.8 0.7 0.7 

19:00-22:00 5.3 5.1 5.0 0.5 0.5 0.4 

19:00-23:00 4.8 4.5 4.5 0.5 0.5 0.4 

個人視聴率（％）

リアルタイムまたは録画視聴（放送から７日間以内）の視聴率。出所）ビデオリサーチ（全国）
個人視聴率は、世帯内の4歳以上を対象に、何人がテレビを視聴したかを示す割合。

波別 量的指標の評価

接触者率（％）

個人視聴率（％）

ＢＳ１ ＢＳＰ
前年
同期

前期 今期
前年
同期

前期 今期

19.4 21.9 20.0 22.9 22.9 21.6 

ＢＳ１ ＢＳＰ
前年
同期

前期 今期
前年
同期

前期 今期

6:00-24:00 0.2 0.4 0.3 0.5 0.5 0.5 

6:00-10:00 0.2 0.3 0.2 0.6 0.7 0.7 

19:00-22:00 0.3 0.4 0.6 0.7 0.7 0.6 

19:00-23:00 0.3 0.4 0.5 0.6 0.6 0.6 

リアルタイムまたは録画視聴（放送から７日間以内）の接触者率（１分以上）。出所）ビデオリサーチ（全国）

リアルタイムまたは録画視聴（放送から７日間以内）の視聴率。出所）ビデオリサーチ（全国）
個人視聴率は、世帯内の4歳以上を対象に、何人がテレビを視聴したかを示す割合。

ＢＳ
前年
同期

前期 今期

- - 23.8 

ＢＳ
前年
同期

前期 今期

- - 0.5 

- - 0.6 

- - 0.7 

- - 0.6 

【２０２３年１０月、１１月】 【２０２３年１２月】

【２０２３年１０月、１１月】 【２０２３年１２月】
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